2003/07/10


	ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）

整備等事業

入 札 参 加 資 格 審 査 様 式 集



平成22年８月27日

京　　都　　府

１　入札説明会及び質問に関する提出書類

　　　　　　　様式１－１　入札説明会参加申込書

　　　　　　　様式１－２　入札説明書等に関する質問書

様式１－１
	        　　                             　　　　                平成　　年　　月　　日
 ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業
 入札説明会参加申込書
 　「ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業」の入札説明会に参加を

申し込みます。

	
	    会 社 名(ふりがな)


	
	

	
	    所　　　　　　　属 
	
	

	
	    氏　　名（ふりがな）
	
	

	
	    所　　　在　　　地 
	
	

	
	    電   話   番   号 
	
	

	
	    Ｆ      Ａ      Ｘ 
	
	

	
	    Eメールアドレス 
	
	

	
	    出席者職・氏名 

  （ふりがな） 
	
	

	注1． 入札説明会への参加は、１社２名までとします。

注2． 当日は駐車場の混雑が予想されますので、極力、公共交通機関を

ご利用の上、ご来場されますようお願いします。


２　入札参加資格確認に関する提出書類

様式２－１　一般競争入札参加資格審査申請書（入札参加表明書）

様式２－２　委任状（構成企業→代表企業）

様式２－３　委任状（代表企業内）

様式２－４　府税納税証明書

様式２－５　グループ構成表及び役割分担表

様式２－６　設計に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－７　建設に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－８　工事監理に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－９　用地活用に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－10　事業実施体制

　　　　　
様式２－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　一般競争入札参加資格審査申請書

（入札参加表明書）

京都府知事 山田啓二  様

　　　　　　　　　　　　　　(代表企業)　所在地

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　  　印

平成●年●月●日付けで公告されたＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業の一般競争入札に参加する資格の確認について、入札参加資格審査書類を添付して提出します。
なお、入札説明書に定められた入札参加要件等を満たしていること及び提出書類の記載事項並びに添付書類については事実と相違ないことを誓約します。
	参加グループ名


	

	代 表 企 業 名


	


様式２－１のつづき

	番号


	構成企業の役割
	構成企業

	１


	【例】建設企業


	所  在  地
　商号又は名称

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	　２


	
	所  在  地
　商号又は名称

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	　３


	
	所  在  地
　商号又は名称

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	　４


	
	所  在  地
　商号又は名称

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	　５
	
	所  在  地
　商号又は名称

　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




　　　

◆注　記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください

　

	特別目的会社の

設  置  の  有  無


	予定している　　　・　　　予定していない

（該当する方へ○を付けてください。）


様式２－２

     委任状（構成企業→代表企業）
平成　　年　　月　　日

京都府知事 山田啓二  様
	構成企業


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業　


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構成企業　


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


◆注　記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してくだい。
私は、下記の企業をグループの代表企業とし、ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）

整備等事業に関し、次のとおり権限を委任します。
	受 任 者

（代表企業）
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

	委任事項


	1. 下記事業の入札に関する権限

2. 下記事業の入札に関して復代理人を選任する権限

	事 業 名
	ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業


様式２－３

委任状（代表企業内）
                                                         平成  　年  　月  　日

京都府知事 山田啓二  様
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



私は、　　　　　　　　　　　　　を復代理人と定め、次のとおり権限を委任します。

	　受 任 者

(復代理人)


	住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	委任事項


	１．ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業の入札に関する

こと


　様式２－４（その１）
	受　付
年月日
	　　　　年　　　月　　　日
	
	　

	受　付
番　号
	  第　　　　　　　　　　号
	
	

	
	
	

	府税納税証明請求書

	　使用目的
	  ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業の総合評価一般競争入札参加資格審査申請のため

	  証明事項
	  府税（附帯金を含む。）について滞納がないこと。            
	 証明書の請求
 枚　　　　数
	 １ 枚

	    上記の事項を証明してください。
                                                        ※          年　　　　　　　月　　　　　　　日
                                                  様
                                                        ※　住　　　　　所
                                                        ※　氏　　　　　名                                   　　　　　印 


  注１　 請求者が納税者でないときは、必ず納税者等の委任状を添付してください。
注２　※印の事項だけ記入してください。

　様式２－４（その２）                                                                               
	証　明
番　号
	　第　　　　　　　　　　号
	
	　※　住　所
	

	
	
	  ※　氏　名
	

	
	
	

	
	

	府税納税証明書

	　使用目的
	  ＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業の総合評価一般競争入札参加資格審査申請のため

	  証明事項
	  府税（附帯金を含む。）について滞納がないこと。
	  備　考
	

	    上記のとおり相違がないことを証明します。
                                                                    年　　　　　　　月　　　　　　　日
                                                                                                               　　 　 印 


  注　※印の事項だけ記入してください。
様式２－５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　グループ構成表及び役割分担表
■代表企業
	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　        所属
　　　　電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　  電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　　◆グループにおける役割や本事業における役割を簡潔に示してください。



■構成企業

	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　　       所属
　　　       電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　   電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　


	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　           所属
　　　　   電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　   電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　



■構成企業（つづき）
	 商号又は名称
 所在地

	担当者　氏名
　　　　    所属
　　　　    電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　    電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　


	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　　　　所属
　　　　　電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　    電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　



◆注　構成企業の記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
様式２－６
平成　　年　　月　　日　
設計に当たる者の参加資格要件に関する書類
設計に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定による一級建築士事務所の登録をしていること。                
　　　→一級建築士事務所登録通知書の写しを添付してください。
（イ）平成10年度以降に完工した、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、６階建て以上の共同住宅（ワンルームマンション、寄宿舎及び寮等を除く。）の設計業務の元請としての実績があること。                                       
  　  →様式２－６（別紙１）を記載の上、必要書類を添付してください。

（ウ）平成10年度以降に完工した、居住系社会福祉施設（社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設のうち居住系のもの）の設計業務の元請としての実績があること。                                       
  　  →様式２－６（別紙２）を記載の上、必要書類を添付してください。
（エ）直接的かつ恒常的な雇用関係にある一級建築士が２名以上所属していること。                                       
  　  ①平成22年度京都府測量等業務指名競争入札参加資格者名簿に登載の事業者の場合                                       
  　  　→府において確認。                                       
  　  ②①以外の場合
  　  　→２名の一級建築士免許証の写しを添付してください。
  　  　　さらに、上記の２名が直接的かつ恒常的な雇用関係（３箇月以上）を証明する次のいずれかの写しを添付してください。
(1) 健康保険被保険者証

(2) 住民税特別徴収税額（変更）通知書

(3) 雇用保険者証
様式２－６（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
設計に当たる者の「共同住宅」の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　　   業　    　　名
	
	
	

	
	発   　  注　     者   　  名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	    　　　　　　　　　                      円
	    　　　　　　　　　                      円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　 　　　　　  　間
	　　平成　年　月～平成　年　月
	　　平成　年　月～平成　年　月   
	　　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面     積
	                     　　　　　　　　　     ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                          　　　　　　　　　ｍ
	                     　　　　　　　　　     ｍ   
	                          ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　 　 数
	  　地上　　階　・　地下　　階
	  　地上　　階　・　地下　　階   
	 　 地上　　階　・　地下　　階   

	
	設     計      条      件      等
	
	
	


注１　３事例以上ある場合は、京都府内・近隣府県の発注事業を優先して３事例まで記入してください。
注２　事業実績に係る契約書の写し及び図面（建物の概要が分かるもの）又は建築確認通知書の写しを添付してください。

注３　受注形態が共同企業体の場合は、共同企業体協定書の写しを添付してください。

様式２－６（別紙２）
平成　　年　　月　　日　
設計に当たる者の「居住系福祉施設」の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　　   業　    　　名
	
	
	

	
	発   　  注　     者   　  名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	    　　　　　　　　　                      円
	    　　　　　　　　　                      円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　 　　　　　  　間
	　　平成　年　月～平成　年　月
	　　平成　年　月～平成　年　月   
	　　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面     積
	                     　　　　　　　　　     ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                          　　　　　　　　　ｍ
	                     　　　　　　　　　     ｍ   
	                          ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　 　 数
	  　地上　　階　・　地下　　階
	  　地上　　階　・　地下　　階   
	 　 地上　　階　・　地下　　階   

	
	設     計      条      件      等
	
	
	


注１　３事例以上ある場合は、京都府内・近隣府県の発注事業を優先して３事例まで記入してください。
注２　事業実績に係る契約書の写し及び図面（建物の概要が分かるもの）又は建築確認通知書の写しを添付してください。

注３　受注形態が共同企業体の場合は、共同企業体協定書の写しを添付してください。
様式２－７
平成　　年　　月　　日　
建設に当たる者の参加資格要件に関する書類
建設に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）すべての者が満たすべき要件                                                    
ａ　建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく建築工事業に係る特定建設業の許可を有していること。

　 　→府において確認
   ｂ  建設業法に基づく主たる営業所を京都府内に置く者であること。

　　　　→府において確認
ｃ　平成22年度京都府建設工事競争入札参加資格者のうち、「建築一式工事」の「Ａ等級」に認定されている者であること。

　 　→府において確認

（イ）共同企業体の代表者が満たすべき要件
　 ａ　平成22年度京都府建設工事競争入札参加資格の審査結果通知書（平成22年　　　　　　４月１日付け２指第100号及び平成22年７月１日付け２指第100号）における　　　　　　建築一式工事の総合点が950点以上の者であること。

      　→府において確認

    ｂ　監理技術者として、建築一式工事に係る監理技術者資格を有する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を工事期間を通じて工事現場に専任で配置できる者であること。

　　　　→様式２－７（別紙１）を記載の上、必要書類を添付
　　ｃ　出資比率が共同企業体の構成員中最大であること。
　　　　→特定建設工事共同企業体協定書（甲形）の写しを添付

（ウ）共同企業体のその他の構成員が満たすべき要件
    ａ　主任技術者として、建築一式工事に係る監理技術者資格又は主任技術者資格（国家資格に限る。）を有する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を工事期間を通じて工事現場に専任で配置できる者であること。
　　　　→様式２－７（別紙２）を記載の上、必要書類を添付
       ｂ　１構成員当たりの出資比率は、20パーセント以上であること。
　　　　→特定建設工事共同企業体協定書（甲形）の写しを添付

様式２－７（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
「監理技術者」配置予定調書

参加グループ名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

営業所専任技術者名（代表者：　　　　　　）　：　　　　　　　　　　　　

（全業種記載のこと。なお、記載できない場合は、別紙で添付すること。）
	項目
	（ふりがな）

氏　　名
	（会社名：　　　　）
	（会社名：　　　　）
	（会社名：　　　　）

	法令による免許
	
	
	

	勤　続　年　数
	
	
	


※　留意事項

　１　　一般競争入札参加資格確認申請書時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記入することができるが、その場合は、すべての候補者について条件を満足していること。

当調書に記載された技術者は、当該工事に専任できるものとし、他工事との重複及び営業所専任技術者の配置は認めない。

また、施工に当たって、当調書に記載した配置予定技術者が変更できるのは、死亡、病休、退職等の極めて特別な場合に限る。
　２　　配置予定技術者は､自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること｡なお､恒常的な雇用関係とは､入札参加資格申請の日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。
　３　　勤続年数欄は、当該技術者の入札参加資格申請の日までの勤続年数を記入し、月数については切り捨てとすること。（200日の場合は、6ヶ月とする。）
　４　　配置予定技術者の資格要件を証明するもの（監理技術者資格者証（表・裏）、監理技術者講習修了証、資格証明書の写し等）及び直接的恒常的雇用関係を証明するもの（健康保険被保険者証の写し等）を添付すること。
　５　　記載欄が不足する場合は、当調書を追加すること。
様式２－７（別紙２）
平成　　年　　月　　日　
「主任技術者」配置予定調書
参加グループ名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
営業所専任技術者名（構成員：　　　　　　）　：　　　　　　　　　　　　

営業所専任技術者名（構成員：　　　　　　）　：　　　　　　　　　　　　

（全業種記載のこと。なお、記載できない場合は、別紙で添付すること。）
	項目
	（ふりがな）

氏　　名
	（会社名：　　　　）
	（会社名：　　　　）
	（会社名：　　　　）

	法令による免許
	
	
	

	勤　続　年　数
	
	
	


※　留意事項

　１　　一般競争入札参加資格確認申請書時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記入することができるが、その場合は、すべての候補者について条件を満足していること。

当調書に記載された技術者は、当該工事に専任できるものとし、他工事との重複及び営業所専任技術者の配置は認めない。

また、施工に当たって、当調書に記載した配置予定技術者が変更できるのは、死亡、病休、退職等の極めて特別な場合に限る。

　２　　配置予定技術者は､自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること｡なお､恒常的な雇用関係とは､入札参加資格申請の日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

　３　　勤続年数欄は、当該技術者の入札参加資格申請の日までの勤続年数を記入し、月数については切り捨てとすること。（200日の場合は、6ヶ月とする。）

　４　　配置予定技術者の資格要件を証明するもの（監理技術者資格者証（表・裏）、監理技術者講習修了証、資格証明書の写し等）及び直接的恒常的雇用関係を証明するもの（健康保険被保険者証の写し等）を添付すること。

　５　　記載欄が不足する場合は、当調書を追加すること。

様式２－８
平成　　年　　月　　日　
工事監理に当たる者の参加資格要件に関する書類
工事監理に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定による一級建築士事務所の登録をしていること。                
　　　→一級建築士事務所登録通知書の写しを添付してください。
（イ）平成10年度以降に完工した、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、６階建て以上の共同住宅（ワンルームマンション、寄宿舎及び寮等を除く。）の設計業務の元請としての実績があること。                                       
  　　→様式２－６（別紙１）を記載の上、必要書類を添付してください。

（ウ）平成10年度以降に完工した、居住系社会福祉施設（社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設のうち居住系のもの）の設計業務の元請としての実績があること。                                       
  　　→様式２－６（別紙２）を記載の上、必要書類を添付してください。
（エ）直接的かつ恒常的な雇用関係にある一級建築士が２名以上所属していること。                                       
  　  ①平成22年度京都府測量等業務指名競争入札参加資格者名簿に登載の事業者の場合                                       
  　  　→府において確認。                                       
  　  ②①以外の場合
  　  　→２名の一級建築士免許証の写しを添付してください。
  　  　　さらに、上記の２名が直接的かつ恒常的な雇用関係（３箇月以上）を証明する次のいずれかの写しを添付してください。
(ｱ)健康保険被保険者証

(ｲ)住民税特別徴収税額（変更）通知書

(ｳ)雇用保険者証
様式２－８（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
工事監理に当たる者の「共同住宅」の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　　   業　    　　名
	
	
	

	
	発   　  注　     者   　  名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	    　　　　　　　　　                      円
	    　　　　　　　　　                      円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　 　　　　　  　間
	　　平成　年　月～平成　年　月
	　　平成　年　月～平成　年　月   
	　　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面     積
	                     　　　　　　　　　     ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                          　　　　　　　　　ｍ
	                     　　　　　　　　　     ｍ   
	                          ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　 　 数
	  　地上　　階　・　地下　　階
	  　地上　　階　・　地下　　階   
	 　 地上　　階　・　地下　　階   

	
	設     計      条      件      等
	
	
	


注１　３事例以上ある場合は、京都府内・近隣府県の発注事業を優先して３事例まで記入してください。
注２　事業実績に係る契約書の写し及び図面（建物の概要が分かるもの）又は建築確認通知書の写しを添付してください。

注３　受注形態が共同企業体の場合は、共同企業体協定書の写しを添付してください。

様式２－８（別紙２）
平成　　年　　月　　日　
工事監理に当たる者の「居住系福祉施設」の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　　   業　    　　名
	
	
	

	
	発   　  注　     者   　  名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	    　　　　　　　　　                      円
	    　　　　　　　　　                      円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　 　　　　　  　間
	　　平成　年　月～平成　年　月
	　　平成　年　月～平成　年　月   
	　　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面     積
	                     　　　　　　　　　     ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                          　　　　　　　　　ｍ
	                     　　　　　　　　　     ｍ   
	                          ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　 　 数
	  　地上　　階　・　地下　　階
	  　地上　　階　・　地下　　階   
	 　 地上　　階　・　地下　　階   

	
	設     計      条      件      等
	
	
	


注１　３事例以上ある場合は、京都府内・近隣府県の発注事業を優先して３事例まで記入してください。
注２　事業実績に係る契約書の写し及び図面（建物の概要が分かるもの）又は建築確認通知書の写しを添付してください。

注３　受注形態が共同企業体の場合は、共同企業体協定書の写しを添付してください。
様式２－９
平成　　年　　月　　日　
用地活用に当たる者の参加資格要件に関する書類
用地活用に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）用地活用に係る提案内容と同等又は類似の施設整備及び事業実施に係る実績があること。
  　  　→様式２－９（別紙）を記載の上、必要書類を添付してください。
（イ）複数の企業で業務を分担する場合、すべての者が当該要件を満たしていること。

        　→様式２－９（別紙）を記載の上、必要書類を添付してください。
様式２－９（別紙）
平成　　年　　月　　日　
用地活用に当たる者の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事

業

概要
等

模
	事　 業 　箇　 所
	
	
	

	
	構　　　　　　造
	
	
	

	
	階　　　　　　数
	地上　　階　・　地下　　階
	地上　　階　・　地下　　階
	地上　　階　・　地下　　階

	
	延　 床 　 面 　積
	㎡
	㎡
	㎡

	
	建   物   の   高   さ
	ｍ
	ｍ
	ｍ

	
	用　　　　　　途

（住宅の場合戸数）
	
	
	

	工　事　完　成　時　期
	平成　　年　　月
	平成　　年　　月
	平成　　年　　月

	工　　 事 　　概 　　要


	
	
	

	
	　土地取得の状況
	
	
	

	
	　分譲・賃貸の別
	
	
	


注１　３事例以上ある場合は、京都府内・近隣府県の発注事業を優先して３事例まで記入してください。
注２　事業実績については、対象物件を所有する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがあります。

注３　複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出してください。

注４　事業実績に係る建物の概要のわかる写真やパンフレット等及び建築確認通知書の写し等を添付してください。
様式２－１０

事業実施体制
	


◆備考： Ａ４版１枚もしくはＡ３版１枚折込みで記載すること。

３　入札辞退に関する提出書類

様式３－１　入札辞退届

様式３－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

入札辞退届
京都府知事 山田啓二  様
平成●年●月●日付けで公告されたＰＦＩによる京都府府営住宅槇島団地（仮称）整備等事業の入札を辞退します。

	代表企業
	 商号又は名称
 所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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